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1.カーボンニュートラルポート
の概要（国土交通省資料より）



カーボンニュートラルポートの背景等

○「2050 年カーボンニュートラル」宣言

• 2020年10月、政府は2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、
カーボンニュートラルを目指すことを宣言した。

• 2030年度の温室効果ガスの削減目標について、2013年度から46％削減を目指すとと
もに、さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていくと宣言。これらの目標は、
「地球温暖化対策計画」（令和３年 10 月 22 日閣議決定）にも記載された。

3出典：「脱炭素ポータル」（環境省HP）より



カーボンニュートラルポートの背景

4出典：「港湾ターミナルの脱炭素化に関する認証制度の創設に向けた検討会_資料2」（令和4年6月、国土交通省）



カーボンニュートラルポートの背景
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目的
• エネルギー及び産業構造の円滑な転換に必要な、港湾における脱炭素化の取組を官民連携により推

進するための仕組みを整備するため。
• その他、パンデミックや災害時における港湾機能の確実な維持や、民間活力を活用した港湾空間の

形成を図ることを目的とする。

内容（港湾における脱炭素化の推進に資するもの）
• 国が定める港湾の開発等に関する基本方針に、脱炭素化に関する事項を明記
• 港湾法の適用を受ける港湾施設に、船舶に水素等の動力源を補給する施設を追加
• 多岐に亘る港湾の官民関係者が一体となって脱炭素化の取組を推進するための枠組みとして、「港

湾脱炭素化推進計画」「港湾脱炭素化推進協議会」制度を創設
• 水素関連産業の集積など、計画の実現のために港湾管理者が定める区域内における構築物の用途規

制を柔軟に設定できる特例等を措置

【参考】港湾法の一部改正について（2022年10月）

「港湾脱炭素化推進計画」
作成マニュアル（2023年3月）

2022年12月の改正港湾法の施行により、CNP形成に向けた計
画が「港湾脱炭素化推進計画」として法定化されたことや、
脱炭素化に関する技術の進展等を踏まえ、「CNP形成計画」
策定マニュアルをベースとして、2023年3月、「港湾脱炭素
化推進計画」作成マニュアルが公表された。

〇「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアルについて



港湾脱炭素化推進計画作成マニュアルの主な変更点
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主な変更点及び県内で調整すべき事項等概要
・港湾管理者は、官民の連携による港湾における脱炭素化の取
組を定めた「港湾脱炭素化推進計画」を作成することができる
等の規定が港湾法に位置付けられた。

・法定計画として位置付
けられた

・官民連携を強調
・ブルーカーボン生態系、港湾工事が追加
・ESG投資や地域脱炭素との連携を強調

・対象範囲及び協議会構
成員拡大

・短期、中期、長期の段階の目標設定
・KPI（重要達成度指標）と具体的な数値目標の設定

・目標細分化
・具体的な評価手法

・算出方法は、①アンケート、②温対法事業者は公表資料を活
用、③施設容量等から原単位を用いて算出、と明記
・停泊中船舶の排出方法がより詳細に記載された。
・吸収量はブルーカーボンと緑地が対象となった。

・CO2排出量及び吸収量の
推計方法の変更・拡充

・「港湾脱炭素化促進事業」は、少なくとも施設の名称（事業
名）及び実施主体を記載。
・これが記載できないものは、「脱炭素化に資する将来の構
想」として位置付ける。

・推進計画に定める取組
の厳格化

・PDCAサイクルや達成状況の評価の手法・公表等について明記
された。

・進捗管理手法の明示

• CNP形成計画作成マニュアルから港湾脱炭素化推進計画作成マニュアルへ
の主な変更点は以下に示すとおりである。

• 全体として、より実行性の高い計画となるよう「脱炭素化促進事業」の
位置づけや進捗管理手法等が詳細に定められた。



カーボンニュートラルポート(CNP)目指す姿

7出典：「港湾ターミナルの脱炭素化に関する認証制度の創設に向けた検討会_資料2」（令和4年6月、国土交通省）



カーボンニュートラルポート(CNP)形成イメージ

• カーボンニュートラルポート（CNP）形成のイメージ

8出典：「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル」（2023年3月、国土交通省港湾局）に一部加筆

陸上電力の供給など
船舶の脱炭素化

港湾施設の脱炭素化

ブルーカーボン
生態系の活用

荷役機械の低・脱炭素化

水素・アンモニア、
バイオマス混燃等

水素・アンモニアの受け入れ
輸送パイプラインの整備
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港湾脱炭素化推進協議会の役割と位置づけ

出典：「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル」（2023年3月、国土交通省港湾局）に一部加筆

• 港湾脱炭素化推進計画の作成体制及び脱炭素化推進協議会の協議会の役割は以下
に示す。

• 港湾脱炭素化推進計画に係る取組の全体像や目指すべき方向性を関係者間で共有
し、取組を円滑に推進する。

• 第2回協議会では、対象範囲、目標年、推進計画策定、推進体制、協議会の内容
の検討を実施する。

協議会の役割
・推進計画の作成、計
画に基づく事業等の

実施の際、関係者間で
協議を行うための場
・計画の進捗状況の確
認、達成状況の評価等
を行う場
・関係者間の情報共
有・連携
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港湾脱炭素化推進計画の作成フロー

①官民の連携による脱炭素化の促進に資する港湾の効果的な利用の推進に関する基本的な方針

③計画の目標

・当該港湾の概要
・対象範囲の決定
・官民の連携による脱炭素化の促進に資する港湾
の効果的な利用の推進に関する基本的な方針

・温室効果ガスの排出量の削減目標
・水素・アンモニア等の供給目標

②温室効果ガス排出量の推計

④港湾脱炭素化促進事業・実施主体

⑤計画の達成状況の評価に関する事項

・温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業
・港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業
・港湾脱炭素化促進事業の実施に係る許可等に関する事項

・計画の達成状況の評価等の実施体制
・計画の達成状況の評価の手法
・計画の達成状況の評価の公表等

⑥計画期間

・目標の実現に必要な計画期間

その他港湾管理者が必要と認める事項

・港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想
・脱炭素化推進地区制度の活用等を見据えた土地利用の方向性
・港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組
・水素・アンモニア等のサプライチェーンの強靭化に関する計画
・ロードマップ等

・金武湾港・中城湾港カーボンニュートラルポート協議会規約が成立
・協議会の進め方を決定

計画の実施・進捗管理・公表

定期的な見直し

出典：「港湾脱炭素化推進計画」作成マニュアル」
（2023年3月、国土交通省港湾局）を基に作成



港湾脱炭素化推進計画のアウトプットイメージ

• 港湾脱炭素化推進計画イメージ（国土交通省公表資料）

11出典：「港湾脱炭素化推進計画イメージ」（2023年3月、国土交通省港湾局）



港湾脱炭素化推進計画のアウトプットイメージ

• 港湾脱炭素化推進計画イメージ（国土交通省公表資料）

12出典：「港湾脱炭素化推進計画イメージ」（2023年3月、国土交通省港湾局）



2.沖縄における方向性



14

（令和３年度実施）

出典：「沖縄におけるカーボンニュートラルポート形成に向けた方向性（概要版）」（令和4年3月、内閣府沖縄総合事務局）



15出典：「沖縄におけるカーボンニュートラルポート形成に向けた方向性（概要版）」（令和4年3月、内閣府沖縄総合事務局）



16出典：「沖縄におけるカーボンニュートラルポート形成に向けた方向性（概要版）」（令和4年3月、内閣府沖縄総合事務局）に一部加筆



3.港湾脱炭素化推進協議会の目的
（期待されるメリット）



期待されるメリット：関係者間の連携
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需要、取組、将来計画等の集約、調整

新たな事業機会を創出しながら脱炭素化を推進

1者のみではコスト面や
需要の不透明性等から困難

関係者で各々の強みを
活かしながら連携して
脱炭素化の取組を加速・推進

供給サイド

・新エネルギーの供給等

利用サイド

・新エネルギー荷役機器
設備の導入等港湾脱炭素化

推進協議会
（プラットフォーム）


